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１．はじめに 

外洋に面した海域で多く建設される「消波ブロック被覆堤」のマウンド被覆ブロック質量は，「混成堤」に

比べ軽減できることが知られているが，その質量を適切に推定することができない現状にある．そこで，本

研究では，「消波ブロック被覆堤」について流速及びマウンド安定実験を実施し，「混成堤」と比較しながら，

被覆ブロックの所要質量を軽減できる要因やその安定特性を明らかにするとともに，設計等の基礎資料に資

することのできる「マウンド被覆ブロックの概算所要質量推定手法」を提案することを目的とする． 

 

２．実験方法 

  実験は，国土交通省中部地方整備局伊勢湾

水理環境実験場センター内のピストン型単一

方向不規則波造波装置（吸収制御タイプ）が

設置された長水路において，模型縮尺 1/60 で

実施した．実験対象波は，流速実験ではＨ＝

2.0ｍ，Ｔ＝14.0ｓの規則波一種類を，マウン

ド安定実験では外洋や大水深域の設計波を参

考に，Ｈ1/3＝8.0ｍ,10.0ｍの２種類，Ｔ1/3＝13～14s，17～18sの２種類を組み合わせた計４種類を対象とした．

防波堤マウンドの条件は，天端水深-15ｍ，肩幅 32.56ｍ，法面勾配 1:2 を基本形とし，前面水深は流速実験

が-23ｍの１種類，マウンド安定実験では-28ｍ，-36ｍも加えた３種類に変化させてマウンド高さの違いを考

慮した（図１参照）．流速実験では，水平的にマウンド法肩付近から沖側へ 30ｍ程度伸ばした範囲を１つの

ラインとして，水深-６，-９，-12，-15ｍの計４ラインを設け，各ライン毎に任意の測点での流速を測定し，

消波ブロックの有無による特性を把握した．マウンド安定実験では，水路幅１ｍの中央 50cm幅分において，

マウンド法肩を挟んだ天端，法面各々３列分の被覆ブロックを検査対象とし，各波浪諸元毎に，各種被覆ブ

ロック質量（2，4，6，8，10，12，16，20，25ｔの計９種類）に対する被害特性を把握して，許容被害率（１％

と設定）を満足する最小被覆ブロック質量を探った． 

 

３．研究結果                                        

(1) 消波ブロックの有無による流速特性 

図２は，水深-12ｍラインにおける水平位置と流速の関係を「混

成堤」，「消波ブロック被覆堤」で比較したもので，「混成堤」の最

強流速に対する比として示してある．これをみると，両防波堤と

も，マウンド法肩直上に流速のピーク点が存在するものの，マウ

ンド法面上での流速は，全体的に「消波ブロック被覆堤」の方が

遅く，法肩からマウンド中腹付近までは混成堤の 80～90％程度に 

ｷｰﾜｰﾄﾞ：消波ブロック被覆堤，マウンド被覆ブロック，所要質量推定図，水理模型実験 
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図２ 流速特性 (-12m ライン ) 
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とどまることが解った．また，一般に流速が速くなることが知られている重複波の「節」の位置に着目する

と，「消波ブロック被覆堤」の場合，「混成堤」に比べ沖側へシフトすることが確認された．この一要因は，

消波ブロックによって，反射面の一部が沖方向にせり出すためと推測される．以上のことから，「消波ブロッ

ク被覆堤」のマウンド被覆ブロック所要質量を「混成堤」より軽減できる要因は，消波効果による前面波浪

場の静穏化に加え，重複波の「節」が法肩から沖側へ遠ざかることで，法肩付近の流速が全体的に低下する

ためであることが判明した． 

(2) 消波ブロックの有無によるマウンド被覆ブロックの安定特性 

 図３は，Ｈ1/3＝8.0ｍ，Ｔ1/3＝17～18ｓの波浪諸元において，前面

水深と所要被覆ブロック質量の関係を，「混成堤」，「消波ブロック

被覆堤」で比較したものである．これをみると，いずれの前面水深

においても「消波ブロック被覆堤」の方が軽く，「混成堤」の 50％

程度にとどまることが解った．これは，被覆ブロックの挙動を支配

するマウンド法肩付近の重複波流速が，消波効果及び「節」の沖側

移動によって「混成堤」に比べ低減するためである． 

(3) Ｎsを用いた消波ブロック被覆堤における所要マウンド被覆ブロック質量推定図の提案 

 図４は，実験より得られた各波浪諸元，各前面水深毎の所要被覆ブ

ロック質量を基に安定数Ｎs を求め，相対マウンド肩幅（Ｂ／Ｌ’）を

パラメータに，相対マウンド高（ｄ／ｈ）に対する関係を示したもの

である．図中には、「混成堤」の結果も併記している。ここに，「消波

ブロック被覆堤」のマウンド法肩幅Ｂは，流速実験結果を踏まえ，ケ

ーソン～法肩までの距離から静水面での消波ブロック厚を差し引いた

距離とした．また，図中の線は，安全側の観点より参考的に引いたも

のである．この図によるＮs をハドソン式に代入することで，本実験

で対象とした被覆ブロックに関し，任意の波高，周期，マウンド肩幅，

マウンド・前面水深に対する概算の所要質量を推定できる． 

 

４．主要な結論 

 本研究では，「消波ブロック被覆堤」について流速及びマウンド安定実験を実施し，被覆ブロックの所要質

量を「混成堤」より軽減できる要因やその安定特性を検討した．その主要な結論は以下のとおりである． 

①マウンド法面上の流速は，全体的に「消波ブロック被覆堤」の方が小さく，Ｈ＝2.0ｍ，Ｔ＝14.0ｓの場

合、法肩からマウンド中腹付近までは混成堤の 80～90％程度にとどまることが解った．また，重複波の

「節」の位置は，「消波ブロック被覆堤」の場合，「混成堤」に比べ沖側へシフトすることが実験時に確

認された．この一要因は，消波ブロックによって，反射面が沖側に移動したためと推測される． 

②このことから，「消波ブロック被覆堤」のマウンド被覆ブロック所要質量を「混成堤」より軽減できる

要因は，消波効果による前面波浪場の静穏化に加え，重複波の「節」が法肩から沖側へ遠ざかることで，

法肩付近の流速が全体的に低下するためであるものと考える． 

③被覆ブロックの所要質量は，いずれの前面水深においても「消波ブロック被覆堤」の方が軽く，Ｈ1/3

＝8.0ｍ，Ｔ1/3＝17～18ｓの場合，「混成堤」の 50％程度にとどまることが解った． 

④実験より得られた所要被覆ブロック質量を基に安定数Ｎsを求め，相対マウンド肩幅（ＢＭ／Ｌ’）をパ

ラメータに，相対マウンド高（ｄ／ｈ）に対する関係を示した．この図によるＮsをハドソン式に代入す

ることで，本実験で対象とした被覆ブロックに関し，概算の所要質量を推定することができる． 

図３ 所要被覆ﾌﾞﾛｯｸ質量の特性
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